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ベトナム・ダナンで開催されたＴＰＰ閣僚会合において、

米国抜きの１１ヵ国による協定発効に向けた大筋合意を

再確認したが、米国抜きでもオーストラリア、ニュージー

ランドなどの農業国が参加している協定は、本道農業に甚

大な影響は及ぼすものであり、断じて容認できない。 

また、今回の大筋合意は、米国の参加を前提に設定され

た農産品の市場開放水準を維持したまま、拙速に協定を発

効させるものであり、極めて許しがたい内容である。 

よってわれわれは、直ちに撤回することを強く求め、引

き続き、国民の命と暮らし、北海道農業・農村の存立が脅

かされることがないよう、「ＴＰＰ断固反対運動」を取り

組んでいく。 
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